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Ⅰ 教育理念・教育目標 

 

１ 教育理念 

創立者が「愛と奉仕」の精神を基にして、「明るく幸せな社会」実現のため

に働く専門家の養成に着手して以来、本校は幼児から成人にわたる福祉分野に

適応できる人材の養成を志してきた。この志を遂げるために、幅広い教養・高

度な専門知識を学ぶとともに、演習と実習によって専門家としての実力を養う

ことを目指している。特に児童・障害児者が社会的弱者に追いやられることの

ないように、深い愛をもって必要・的確な支援をするとともに、人間の尊厳と

平等を守る姿勢を貫くことのできる保育・福祉従事者、すなわち『愛ある働き

人』の養成を学校の目標としている。 

２ 教育目標 

①総合こども学科（2019年度生～） 

〇こども保育コース 

２年間で保育所を中心に児童福祉施設で勤務する保育士と、幼稚園を中心に

勤務する幼稚園教諭、さらに両資格・免許を持つ保育教諭を養成することを目

的とする。児童福祉と幼児教育の両分野にわたる知識・技能を修得し、卒業時

に保育士資格と、短期大学と教育連携して幼稚園教諭二種免許、社会福祉主事

任用資格を取得できる。 

〇こどもプロコース 

保育所を中心に児童福祉施設で勤務する保育士と、幼稚園を中心に勤務する

幼稚園教諭、さらに両資格・免許を持つ保育教諭を養成することを目的とす

る。を養成することを目的とする。総合こども学科 2 年・保育専攻科 1 年の実

質３年間で、児童福祉と幼児教育の両分野にわたる知識・技能を修得し、卒業

時に保育士資格と、短期大学と教育連携して幼稚園教諭二種免許、社会福祉主

事任用資格を取得できる。 

専攻科において、希望分野のインターンシップ等に取り組み、キャンプイン

ストラクターや、個々の希望に応じた資格取得を目指す。 

〇こども福祉コース 

地域福祉に理解をもち、複雑な家庭環境の子どもや、障害のある子どもや大

人を支援する力のある保育士・指導員を養成するとともに、幼稚園等で活躍す

る幼稚園教諭、さらに両資格・免許を持つ保育教諭を養成することを目的とす

る。を養成することを目的とする。総合こども学科 2 年・保育専攻科 1 年の実

質３年間で、児童福祉と幼児教育の両分野にわたる知識・技能を修得し、卒業

時に保育士資格と社会福祉士受験資格(卒業後２年の実務経験が必要)、短期大

学と教育連携して幼稚園教諭二種免許、社会福祉主事任用資格を取得できる。 



専攻科において、「虐待・養護専攻」「障害専攻」「保育・幼児教育専攻」

「障害児保育専攻」の 4 専攻に分かれ、分野に応じたより高い専門知識・技能

を修得する。また介護職員初任者研修と上級救命講習に取り組み、資格を取得

する。 

②保育科（～2018年度生） 

○保育コース 

 保育所を中心に児童福祉施設で勤務する保育士の養成を目的とする。保育

所・その他の児童福祉施設についての基本的知識・技能を修得し、卒業時に保

育士資格を取得できる２年課程。 

○幼児教育コース 

保育所を中心に児童福祉施設で勤務する保育士と、幼稚園を中心に勤務する

幼稚園教諭を養成することを目的とする２年課程。短期大学と教育連携し、児

童福祉と幼児教育の両分野にわたる知識・技能を修得し、卒業時に保育士資格

と幼稚園教諭二種免許を取得できる。 

○幼児教育 Proコース 

保育所を中心に児童福祉施設で勤務する保育士と、幼稚園を中心に勤務する

幼稚園教諭を養成することを目的とする３年課程。２年間で短期大学と教育連

携し、児童福祉と幼児教育の両分野にわたる知識・技能を修得し、卒業時に保

育士資格と幼稚園教諭二種免許を取得した後、１年間は就職担当教員による個

別サポートのもと、長期インターンシップの実施及びガイドヘルパー・レクリ

エーションインストラクター等の資格取得を目指す。 

③児童福祉科（～2018 年度生） 

○Ⅰ類 

 地域福祉に理解をもち、複雑な家庭環境の子どもや、障害のある子どもや大

人を支援する力のある保育士・指導員を養成する。3 学年では「虐待・養護専

攻」「障害専攻」「保育・幼児教育専攻」「障害児保育専攻」の 4 専攻に分か

れ、分野に応じたより高い専門知識・技能を修得する。卒業時に、保育士資

格・社会福祉士受験資格(卒業後１年の実務経験が必要)・指導員になるための

要件である社会福祉主事任用資格を取得できる（～2017 年度生）。 

○Ⅱ類 

地域福祉に理解をもち、複雑な家庭環境の子どもや、障害のある子どもや大

人を支援する力のある保育士・指導員を養成するとともに、短期大学と教育連

携し、幼稚園等で活躍する高度な幼稚園教諭を養成することを目的する。3 学

年では「虐待・養護専攻」「障害専攻」「保育・幼児教育専攻」「障害児保育

専攻」の 4 専攻に分かれ、分野に応じたより高い専門知識・技能を修得する。

卒業時に、保育士資格・幼稚園教諭二種免許・社会福祉士受験資格(卒業後１年



の実務経験が必要)・指導員になるための要件である社会福祉主事任用資格を取

得できる（～2017 年度生）。 

 

Ⅱ 本年度の重点目標と計画 

 

１ 教育活動の充実 

○2019年度保育士養成課程カリキュラムの改訂及び保育科・児童福祉科を総

合こども学科に統合 

２ 学生に対する各種支援活動の推進 

① 中途退学者防止への取り組み 

○保護者との早期の連携と協力体制作り 

○高校進路指導部･担任への報告･相談と協力体制作り 

② 就職支援活動の支援活動の充実 

○インターンシッププログラムの実施･点検 

○早期退職者防止への取り組み 

○法人内事業所アルバイトの時給加算検討 

〇法人内就職生への奨学金返済応援制度の実施 

３ 教育環境の整備 

① 施設設備等の見直し 

○学生用 PC の買い替え（15 台） 

４ 教職員の資質の向上を図る研修・研究体制の推進 

① 関係する学会や研修会等への参加の奨励 

〇介護福祉士実習指導担当教員研修会 

② 研修・研究に関する費用の補助制度の活用 

 

Ⅲ 評価項目別取組状況 

 

●基準 1 教育理念・目的・育成人材像 

１ 取り組み状況 

① 理念・目的・育成人材像は定められているか 

○本校の養成目標「愛ある働き人」として人の尊厳と平等を貫ける姿勢を貫

くことのできる保育者・福祉従事者を育成するため、愛情・大人としての品

格等の人間形成を学生・教職員ともに授業や面談を通して行っている。 

○幅広い教養・高度な専門知識、技能を身につける保育士・社会福祉主事養

成校として、学校目標を年度初めの教職員会議にて、重点的に取り組む項目

を学校経営重点目標として再確認した。 



②  理念等は保育・福祉分野のニーズに適合しているか 

○「愛と奉仕」の精神を基として、総合こども学科・保育科・児童福祉科と

もに、教育目標を明確化し、その達成目標においては、厚生労働省と文部科

学省の情報を得つつ、実習先訪問や就職先訪問での施設長等の意見等も考慮

し、教員の共通理解と支持を得て定めている。 

○学内で実施される、講師会での意見交換、実習先の実習指導者との意見交

換、教員の学外研修会での情報収集、教育課程編成委員会や学校関係者評価

委員会での委員の意見を踏まえている。 

③ 理念等に向け特色のある教育活動に取り組んでいるか 

○実習担当とクラス担当による学校生活と就職活動に向けてのＷサポート体

制の強化、現場経験者中心の実習・演習指導。 

④ 理念等は学生・保護者に周知されているか。 

○入学前のオープンキャンパス等で学生・保護者に理念や教育課程について

の説明会を実施している。さらに新入生には入学前・後のオリエンテーショ

ンにおいて、また新入生の保護者には入学時の保護者会において、教育理念

や教育目標、教育課程についての説明をするとともに、ご意見等は随時ご連

絡いただけるよう依頼している。また在校生には年度初めのオリエンテーシ

ョンにおいて再認識させるための説明をしている。 

○年２回の学校便りにおいて、保育・福祉分野の動向及び対する学校の基本

姿勢、各科の取り組み状況を記載し、在校生に配布、卒業生に送付してい

る。 

２ 評価 

① 理念・目的・育成人材像は定められているか 適切 

② 理念等は、保育・福祉分野のニーズに適合しているか 適切 

③ 理念等に向け特色のある教育活動に取り組んでいるか 適切 

④ 理念等は学生・保護者に周知されているか 適切 

３ 課題：特記なし 

 

４ 今後の改善方法：特記なし 

 

●基準２ 学校運営 

１ 取り組み状況 

① 目的等に沿った運営方針が策定されているか 

○2009年度から取り組んでいる学校運営目標について基本方針等を定め、各

年度の事業計画、学校経営重点目標として、検討及び取り組みを行ってい

る。 



② 運営組織や意思決定機能は、規則等において明確化されているか、有効

に機能しているか 

○学則に則り、本校の教育に関する審議機関として、保育科・児童福祉科合

同学科会議（以下、科会）を、また本校の運営に関する重要事項を審議する

機関として職員会議を設け（内容の重要度によっては職員会議の議を経て運

営委員会を通して）、情報の共有化を図り、課題に対し的確に対応できるよ

う努力している。2018 年度からは事務職員の業務内容の整理と分担の明確

化を実施、2019 年度は、1 月以降経理担当者の交代により、業務の再編を前

倒しで実施。次年度の状況を踏まえ次々年度再度精査する。 

③ 教務・財務等の組織整備など意思決定システムは整備されているか 

○専門学校内部の意思決定は学則に則り、基本的に職員会議において協議し

学校長が決定する。詳細規定は就業規則細則などにより定められている。ま

た、規定の制定や改廃等、運営に係る重要事項の意思決定システムについて

は、理事会や理事長に諮問・協議し決定する。職員会議を軸に意思決定し、

適正な処理を行っている点から、意思決定システムは確立できている。 

また、2015 年度より学校長・副校長･学科長の 3 人体制が確立されたことに

より、総務系は副校長、教務系は学科長を軸とする指示系統に整理できた。 

④ 教育活動に関する情報公開が適切になされているか 

○年２回発行される学校便り（１回への変更検討）、適宜更新している学校

のホームページ、学校案内、パンフレット、リーフレット、同窓会総会等で

教育活動に関する情報を公開している。 

⑤ 情報システム化等による業務の効率化が図られているか 

○学内では LAN を活用して、業務の効率化を図っている。具体的には入

試・学籍・教務事務システム、経理システム、図書システム等を導入するこ

とにより、作業時間短縮化を図っている。但し、学生と教員間では情報シス

テム化に頼るのではなく、直接・個別対応やホームルーム等で伝達、掲示板

等で学生自身が調べる等、あえてアナログ方式を用いて対応している。 

２ 評価 

① 目的に沿った運営方針が策定されているか 適切 

② 運営組織や意思決定機能は、規則等において明確化されているか、 

有効に機能しているか 

適切 

③ 教務・財務等の組織整備など、意思決定システムは整備されているか 適切 

④ 教育活動に関する情報公開が適切になされているか ほぼ適切 

⑤ 情報システム化等による業務の効率化が図られているか ほぼ適切 

３ 課題 

○管理職の業務内容の整理と分担の明確化（継続課題） 



〇事務局の業務内容の整理と分担の再編成 

４ 今後の改善方法 

○管理職の業務内容を整理し、次年度の組織図・校務分掌に反映させる（継

続課題） 

○事務局の業務内容を整理し、次年度の組織図・校務分掌に反映させる 

 

 

●基準３ 教育活動 

１ 取り組み状況 

① 教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されているか 

○保育科の教育期間は２年間、児童福祉科は３年間であり、保育科において

は保育士養成施設、児童福祉科においては保育士養成施設及び社会福祉主事

養成施設として、養成機関指定基準に規定された教科目を教育課程に組み、

各教科目の到達目標、指導計画、内容、評価方法等を明示したシラバス等を

作成し、講義概要としている。 

② 教育理念、育成人材や業界のニーズを踏まえた教育機関としての修業年

限に対応した教育到達レベルや学習時間の確保は明確にされているか 

○保育科・児童福祉科ともに、現状のカリキュラムは、学生･教員の双方に

とって過重負担となってきているため、2019 年度のから総合こども学科

に統合、社会福祉主事資格の取得は短大通信課程との教育連携による取得

に切り替えた。 

③ キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育方

法の工夫・開発などが実施されているか 

○教員の学外研修会等で常に情報収集をしている。 

④ 関連分野の企業・関係施設等、業界団体等との連携により、カリキュラ

ムの作成・見直し等が行われているか 

○2019 年度、保育科・児童福祉科を総合こども学科へ統合し、保育士養成

カリキュラムの改正に基づくカリキュラム再編を行った。 

○保育科・児童福祉科ともに、関係する企業、団体、機関等と連携した実

習、外部講師招聘による講義を行っている。より実践的かつ専門的な職業教

育の実施に向け、教育課程編成委員会を年２回開催している。 

⑤ 関連分野における実践的な職業教育(産学連携によるインターンシップ、

実技・実習等)が体系的に位置づけられているか 

○保育科・児童福祉科ともに、法人内の保育所及び幼稚園での保育体験を、

１年より教科目として実施している。 



○保育科幼児教育 Pro コースのインターンシップを開始、法人内事業所へは

ひびき 1 名、山崎保育園 1 名であった。 

⑥ 授業をよりよく改善していくための授業評価はあるか 

○教員による自己評価を授業毎に記入し、最終授業日に提出する。それを基

に科会等で集約・検討し、講師会等で反省・意見交換や改善を図っている。 

⑦ 実習先・就職先からの評価を取り入れているか 

○実習先訪問や就職先訪問での施設長や実習指導者の意見を集約し、実習担

当者会ならびに科会で出された意見等を次年度の教育活動に活かしている。 

⑧ 資格取得の指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置づけはあるか 

○保育士資格及び社会福祉主事任用資格等、職業人として必要な基礎的な知

識や技術を身につけるため、出席の指導体制を密にしている。遅刻や欠席に

ついて、本校教員と外部講師とが連携し、２日以上の連続欠席があれば、即

個別指導及び科会報告を行う。また資格取得に向けて補講等の支援をしてい

る。 

⑨ 教員の資質向上、指導力向上のための取り組みが行われているか 

○関係する学会や研修会等への参加の奨励 

○研修・研究に関する費用の補助制度の活用 

○科会・職員会議等で報告及び検討会を行っている。 

２ 評価 

① 教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されているか ほぼ適切 

② 教育理念、育成人材や業界のニーズを踏まえた教育機関としての修業年

限に対応した教育到達レベルや学習時間の確保は明確にされているか 

適切 

③ キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育方

法の工夫・開発などが実施されているか 

適切 

④ 関連分野の企業・関係施設等、業界団体等との連携により、カリキュラ

ムの作成・見直し等が行われているか 

適切 

⑤ 関連分野のおける実践的な職業教育(産学連携によるインターンシップ、

実技・実習等)が体系的に位置づけられているか 

適切 

⑥ 授業をよりよく改善していくための授業評価はあるか ほぼ適切 

⑦ 実習先・就職先からの評価を取り入れているか 適切 

⑧ 資格取得の指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置づけはあるか 適切 

⑨ 教員の資質向上、指導力向上のための取り組みが行われているか ほぼ適切 

３ 課題 

 ○2021年度開始の保育専攻科のカリキュラムの準備 

 〇こども福祉コース 2年後期の相談援助演習の準備 

○教員の資質向上（継続課題） 



４ 今後の改善方法 

○教員の資質向上に向けて学外講師の招聘等による研修会実施を検討（継続

課題） 

 

●基準４ 教育成果 

１ 取り組み状況 

① 就職率の向上が図られているか 

○学生一人ひとりを理解しながら就職指導を行うために、卒業クラスの担任

が就職部の委員を兼務している。就職部では、就職に関するフェア・会合等

には可能な限り参加し、その情報を部内で共有し、学生への就職指導を行っ

ている。ホームルームや特別講義、ガイダンス、進路調査、模擬試験等を通

して就職に向けての意識づけを行うとともに、担任との面談を通じて職業人

となるための基本的な心構えをもたせることとしている。 

○卒業生と連携した就職セミナーの開催 

○就職マニュアルの改訂・製本化。 

② 資格取得率の向上は図られているか 

○本校は厚生労働省の認定校であり、学生は卒業と同時に保育士資格が取得

できる。児童福祉科についてはあわせて社会福祉主事任用資格も取得する。

資格を取得するためには卒業要件を満たすことにあたるため、就職指導とと

もに教科目の履修指導も綿密に行う。 

③退学率の低減が図られているか 

○出席の指導体制を密にしている。遅刻や欠席について、本校教員と外部講

師とが連携し、2 日以上の連続欠席があれば、即個別指導及び科会報告を行

う。担任との個別面談や、担任と実習担当との面談、担任と管理職との面談

等、学内で蜜に連携・指導体制を強化している。 

④卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか 

○直近の卒業生の現況に関する情報収集は、担任が電話等で把握している。

それ以前の卒業生については同窓会、就職先・実習先訪問を通して行ってい

る。また年２回発行の学校便りから卒業生の近況返信ハガキで把握してい

る。社会的な活躍及び評価は十分には把握できているとはいえない。 

２ 評価 

① 就職率の向上が図られているか 適切 

② 資格取得率の向上は図られているか 適切 

② 資格取得率の向上は図られているか 適切 

④ 卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか ほぼ適切 

３ 課題 



① 退学生の低減を一層図る。 

② 卒業生の状況を把握する。 

４ 今後の改善方法 

① 直近卒業生対象に、6月にホームカミングディを実施。そこで、卒業生の

状況把握および園・施設等の現況やニーズの模索を図る。 

② 全教職員の共通理解のもと、学生への一貫した指導体制の強化を図る。 

③ 同窓会組織との連携強化を図る。 

 

●基準５ 学生支援 

１ 取り組み状況 

① 進路・就職に関する体制は整備されているか 

○担任は就職部の委員のため、体制は整備されている。 

② 学生相談に関する体制は整備されているか 

○担任制をとっているため、学生の相談は基本的に担任が対応する。適宜、

科会で報告の上、連携を取り、必要に応じて、複数の教員や学科長が面談を

行う等の体制を組んでいる。 

③ 学生に対する経済的な支援体制が整備されているか 

○日本学生支援機構をはじめ、日本政策金融公庫、民間金融機関の教育ロー

ンを整備している。また、経済的に困窮が生じた場合、学費の分納や延納

等、相談の上対応している。加えて、保育士修学資金の申請が確実に行える

ように、担当者を増員した。 

④ 学生の健康管理を担う組織体制はあるか。 

○同法人大阪水上隣保館の乳児院・児童心理療育施設、特別養護老人ホーム

には附属診療所が隣接しており、体調不良の学生が利用できる環境体制にあ

る。また、希望者には就職に必要な健康診断書も診断の上、作成している。 

⑤ 課外活動に対する支援体制は整備されているか 

○カリキュラムの負担が増大する中で、ハンドベルやゴスペル同好会以外の

活動は行われていないのが実情。実習施設等からのボランティア募集の参加

については学生部が窓口となって指導等を行っている。 

 ⑥ 保護者と適切に連携しているか 

○毎年、入学式後に保護者オリエンテーションを開催し、学校の教育方針、

目標、履修、学校生活、就職状況、学校との連携協力等について説明を行っ

ている。 

⑦ 卒業生への支援体制はあるか 

○大阪保育福祉専門学校同窓会と称し、毎年、１回定期総会を開く。総会は

本校で開催することから、多くの卒業生が来校することにより、相互の交流



や情報交換として活用している。卒業生現況状況の整理も行える。同窓会費

を在学中徴収することにより、卒業生向けの講演会等も行っている。また、

卒業生が実習・就職施設の役職となっていることもあり、実習・就職先との

連携にも役立っている。 

○卒業生の個人情報の取り扱いと情報提供システムの構築を図るために、求 

職者登録票の見直しと取り扱いを整理し、学科・種別により担当者を明確 

にした。 

〇卒業生の就職先での定着をより一層強固にするため、直近卒業生対象に 6 

月にホームカミングディ実施。 

２ 評価 

① 進路・就職に関する体制は整備されているか 適切 

② 学生相談に関する体制は整備されているか 適切 

③ 学生に対する経済的な支援体制が整備されているか 適切 

④ 学生の健康管理を担う組織体制はあるか 適切 

⑤ 課外活動に対する支援体制は整備されているか ほぼ適切 

⑥ 保護者と適切に連携しているか 適切 

⑦ 卒業生への支援体制はあるか 適切 

３ 課題 

① 卒業生への積極的支援（継続課題） 

４ 今後の改善方法 

① 同窓会主催（卒業生発信）の就活支援セミナーの開催（継続課題） 

 

●基準６ 教育環境 

１ 取り組み状況 

① 施設・設備は教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか 

○民間業者との連携を図り、計画を立てて改修や修繕工事等適宜行ってい

る。また、ピアノについては毎年定期点検を行っている。 

② 防災に対する体制は整備されているか 

○毎年、民間業者による防災器具の点検を行っている。島本町消防本部の指

導に基づき、本校防災マニュアル規定に則り整備されている。 

２ 評価 

① 施設・設備は教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか ほぼ適切 

② 防災に対する体制は整備されているか ほぼ適切 

４ 課題 

①土砂災害時の対策等については、法人と当該自治体との連携による対策 



 が急がれる（継続課題）。 

②防災計画の再検討(継続課題) 

５ 今後の改善方法 

①土砂災害等に対する法人全体としての防災体制の確立。 

②地域関係者との連携（継続課題）。 

③防災計画の見直し（継続課題）。 

 

●基準７ 学生の受け入れ募集 

１ 取り組み状況 

① 学生募集活動は、適正に行われているか 

○入試広報部を中核に、学校案内、募集要項、ホームページ、ＤＭ等、内容

確認を多方面から行っている。オープンキャンパス・学校説明会では参加者

にアンケートを記入してもらい、今後の広報活動の参考としている。高校訪

問では直接高校からの意見等をいただきながら適切な広報活動となるよう改

善を図っている。 

② 学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか 

○学校行事・教育内容・就職実績等、ホームページ等にて教育成果の情報を

随時更新している。 

③ 学納金は妥当なものとなっているか 

○社会情勢を考慮しながら、何度も職員会議の検討を行い、決定している。 

２ 評価 

① 学生募集活動は、適正に行われているか ほぼ適切 

② 学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか ほぼ適切 

③ 学納金は妥当なものとなっているか ほぼ適切 

３ 課題 

①SNSや動画配信等、より効果的な広報媒体の検討を図る（継続課題）。 

４ 今後の改善方法 

①広報活動についてより効果的な実施方法を検討する。 

②他校の学校案内等の比較検討を徹底する。 

 

●基準８ 財務 

１ 取り組み状況 

① 財務情報公開の体制整備はできているか 

○本校は、社会福祉法人大阪水上隣保館監事による監査とともに、公認会計

士による監査も実施している。 



○財務情報は、ホームページで社会福祉法人大阪水上隣保館全体の財務状況

を公開している。 

２ 評価 

① 財務情報公開の体制整備はできているか ほぼ適切 

３ 課題 

①財政安定化（継続課題） 

４ 今後の改善方法 

① 中途退学者の低減対策の検討をする(継続課題)。 

② 経費削減項目の洗い出し。 

③ 大阪府社会福祉事業団介護福祉士養成校設立に向けての業務提携(継続課

題)。 

④ 通信制・単位制高校との教育連携の模索(継続課題)。 

 

●基準 9 法令等の遵守 

１ 取り組み状況 

① 自己評価の実施と問題点の改善に努めているか 

○継続課題はあるものの、常に改善に努めている。 

２ 評価 

① 自己評価の実施と問題点の改善に努めているか ほぼ適切 

３ 課題 

①前年度より継続している課題への対応。 

４ 今後の改善方法 

① 教育課程編成委員会及び学校関係者評価委員会等で、当該年度内での対

応内容を明確化するとともに、基本情報への記載を引き続き適切に行

う。 

 

●基準 10 社会貢献・地域貢献 

１ 取り組み状況 

① 学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか 

○毎夏 2 日間地域の親子を対象に「子育てスクール」という地域開放型学校

行事を毎春開催の法人桜バザー時に合同開催。雨天での開催となったもの

の、桜バザーにおいては、親子連れの参加者や卒業生家族等、新しい参加者

層の開拓が可能となった。また子育てスクールにおいては、その規模は縮小

したものの、エアトランポリンや飲食店ブースなど、従来にはなかったブー

スが拡充され、それぞれのメリットが活かされたように思う。 



〇2020 年度大阪府委託訓練事業（長期高度人材育成コース）の受注確定、

学内体制を整える。 

 

② 学生のボランティア活動を奨励、支援しているか 

○実習先・就職先等から寄せられるボランティアの募集については学生部が

管轄し、掲示板・担任への情報伝達等で、学生の自主参加を奨励している。 

③ 地域に対する公開講座・教育訓練(公共職業訓練等を含む)の受託等を積

極的に実施しているか 

○学生食堂においてＮＰＯ法人経営の障害者就労支援を行ってきたが、業者

の切替を経て 1 年間実施したものの、利用者減により事業所を閉鎖した。他

の事業所への働きかけを新たに模索したい。 

２ 評価 

① 学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか 適切 

② 学生のボランティア活動を奨励、支援しているか 適切 

③ 地域に対する公開講座・教育訓練(公共職業訓練等)の受託等を積極的に

実施しているか 

適切 

３ 課題 

①子育てスクール縮小に伴う、学生の学びを地域の保育所等へ発表する機会 

の設定 

４ 今後の改善方法 

①幼稚園実習指導において展開されてい HOSENフェスタを卒業学年全員の 

取り組みに出来ないか検討する。 


